














し 2、さらに、2013 年 8 月には「洗浄又は払拭の業務において事業者が講ず
べき化学物質のばく露防止対策」の改正を行った3。一方、発端となった、大
1 厚生労働省・労働基準局安全衛生部計画課『胆管がんに関する一斉点検結果
の取りまとめ等について』平成 24 年 7 月 10 日， 
 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002ez6b.html
2 厚生労働省・労働基準局安全衛生部計画課『胆管がん発症に関する各種取組
み状況について』平成 24 年 7 月 25 日， 
 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002g5qq.html
3 厚生労働省労働基準局長「「洗浄又は払拭の業務において事業者が講ずべき化
学物質のばく露防止対策」の改正等について」基発 0827 第 3 号平成 25 年 8
月 27 日。ただし、1,2‑ ジクロロプロパンについては、すでに、平成 23 年 10
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阪府内の印刷事業場の事件に関しては、大阪区検察庁が、2014 年 10 月 6 日、






















































5 会田朋哉『労働基準行政と労働基準監督官』84‑98 頁 日本法令 （2007）
6 会田・前掲注 5  104 頁
7 会田・前掲注 5  140 頁










事業場数は 134,295 件であり、そのうちの違反事業場の割合は 68.4%（91,796
件）である。法違反の内容の法条項別の違反率は、労働時間に関する違反率
が 31.3％で最も高く、次いで安全基準の 28.2％、割増賃金の 22.0％、健康診















8 厚生労働省労働基準局『平成 24 年労働基準監督年報』20 頁、43 頁
9 厚生労働省・前掲注 4
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7定期監督が労働災害防止に与える効果―パネルデータのマルチレベルによる分析―（白石 賢・白石 小百合）
　Smith（1979）13、McCaffrey（1983）14 といった初期の分析では査察の効果は





察後数年間 22% 程度労働災害が減少するとされている。このデータを 1979‑
1998 年に延長しつつ説明変数に改良を加えて分析したものとして Gray and 
Mendeloff（2005）16、さらにそのデータを 1999‑2005 年に延長した Haviland 
et al（2012）17 がある。それぞれの分析によると、1979‑85 年では 19% 程度、
1987‑91 年では 11% 程度、1999‑2005 年で 19‑24% 程度労働災害が減少すると
されている18。さらに、Ko et al（2010）19 では、査察に関して、合計査察回数、
連続査察回数などを説明変数に追加することで、繰り返し査察を行った場合
と間隔をあけて査察を行った場合の企業コンプライアンスへの効果の違いを
13 Smith,R.S. (1979), The Impact of OSHA Inspections on Manufacturing Injury 
Rates, Journal of Human Resources,Vol.14, No.1, pp.145‑70
14 McCaffrey, D.P. (1983), An Assessment of OSHA’s Recent Effects on Injury 
Rates, Journal of Human Resources,Vol.18, No.1, pp.131‑46
15 Gray,W.B. and Scholz,J.T. (1991), Do OSHA Inspections Reduce Injuries? A 
Panel Analysis, NBER WORKING PAPERS SERIES No.3774
16 Gray, W.B. and Mendeloff, J.M. (2005), The Declining Effects of OSHA 
Inspections on Manufacturing Injuries,1979 to 1998, Industrial & Labor 
Relations Review,Vol.58 (4), pp.571‑87
17 Haviland, A.M, Burns R.M., Gray, W.B., Ruder, T., and Mendeloff, J. (2012), A 
New Estimate of the Impact of OSHA Inspections on Manufacturing Injury 
Rates, 1998‑2005, American Journal of Industrial Medicine, Vol.55 (11), pp.964‑
75
18 1992‑98 年では 1% 水準で有意ではないとされている。
19 Ko,K., Mendeloff, J.M. and Gray, W.B. (2010), The Role of Inspection Sequence 
in Compliance with the US Occupational Safety and Health Administration’s 
(OSHA) Standards: Interpretations and Implications, Regulation & Governance, 
Vol.4 pp.48‑70
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みている。その結果によると 1 ～ 2 回目の査察の間にコンプライアンス違反
数は 28 ～ 48% 下落するが、その後、違反数は年を追うごとに増加すること













改善により査察は労働災害を 2 ～ 3% 程度減少させるとしている。Bartel and 
Thomas（1985）21 は、企業の従業員のアクシデント量、OSHA 規制に対する
企業のコンプライアンスコストと企業収益の最大化の関係から推計モデルを構




20 Viscusi,W.K. (1979a), The Impact of Occupational Safety and Health 
Regulation, Bell Journal of Economics, Vol.10, No.1 pp.117‑40, Viscusi,W.K. 
(1979b), Employment Hazards: An Investigation of Market Performance, 
Cambridge, Harvard University Press, Viscusi,W.K. (1986), The Impact of 
Occupational Safety and Health Regulation, 1973‑1983, Center for the Study 
of the Economy and the State, Working Paper Series, Working Paper No.40
21 Bartel and Thomas (1985), Direct and Indirect Effects of Regulation: A New 
Look at OSHA’s Impact, Journal of Law and Economics,Vol.28, No.1 pp.1‑25










































売業 , 小売業」、「金融 , 保険業」、「情報通信業」、「教育 , 学習支援業」、「医療 ,
福祉」である。また、産業分類が労働基準法別表第一とで異なっているもの
があるが（表 2 参照）、「運輸・郵便業」は「運輸交通業」に「貨物取扱」を









































































最長は東京、大阪、和歌山の 9 期間（2005 ～ 2013 年）であり、最短は秋田
と長崎の 2 期間（いずれも 2011 ～ 2012 年）である。すべての都道府県のデー
タがそろっている調査年はない。これらの都府県の産業別データを用いてパ









東京 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9
神奈川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8
愛知 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7
大阪 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9









2005 年には 1,011 件であったのが 2009 年には 846 件まで減少し、その後は
おおむね 800 件台で推移している。東京労働局でも、2005 年には 928 件であっ
たのが 2009 年には 815 件まで減少し、その後はやはり 800 件台で推移して
いる。2009 年ごろをボトムとするような傾向は愛知労働局、神奈川労働局
についても見て取れる。











　次に、産業別死傷災害発生件数を産業別にみてみる。2005 年から 2013 年
の期間で平均して死傷災害の発生件数の最も多いのは 947 件の製造業である
（図 2）27
27 図２　産業別死傷災害発生件数は、2005 年から 2013 年の期間について、すべ
てのデータセットを用いて平均を計算している。従って、データ期間の短い
都道府県のデータも使用している。
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定期監督が労働災害防止に与える効果―パネルデータのマルチレベルによる分析―（白石 賢・白石 小百合）











が Gray and Scholz（1991）を参考とする。それぞれのモデルの詳細は以下
のとおりである。
Viscusi（1979,1986）は、
Risk it=f（査察 it，査察 it‑1，Risk it‑1，労働者割合 it，女性労働者割合 it，
雇用者数変化率 it，週平均労働時間 it，超過勤務時間 it，産業ダミー i，年
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定期監督が労働災害防止に与える効果―パネルデータのマルチレベルによる分析―（白石 賢・白石 小百合）
① 労働災害 % 変化 it=f（雇用者数 % 変化 it，労働時間変化 % 変化 it，　




② 労働災害 % 変化 it= f（査察 it，労働災害 % 変化 it‑1）
③ 査察 it= f（労働災害 % 変化 it‑j）































労働災害 % 変化 ijt=f（雇用者数 % 変化 ijt，労働時間変化 % 変化 ijt，監督 ijt‑k）
i: 都府県（i=1,2, …, 13），j: 産業（j=1,2, …, 8）， t: 調査年（t=1,2, …, 8），








度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
死傷災害数 616 2.00 2985.00 432.2890 568.76413
定期監督 612 .00 4861.00 435.6389 694.92377
違反数 612 .00 3242.00 292.7598 452.80770
労働時間 610 107.80 200.60 153.8397 17.48752
































研究』第 55 巻第 2 号， 171‑184 頁（2004 年 4 月）によると、企業は、景気判断
では「絶対水準」より「変化方向」を重要と答えている割合が高いとされている。







切片  　.003054    .004359    .007269
  (.009153)   (.011545)   (.0009274)
労働時間前年比(％)    .236395    .801822 **    .322591
  (.305939)   (.378072)   (.321722)
雇用者数前年比(％)    .143792    .294037 *    .217270 *
  (.108149)   (.154821)   (.130924)
定期監督前年比(％)    .026515 **
  (.013287)
定期監督前年比(％)(ラグ1)    .004804
  (.015378)
定期監督前年比(％)(ラグ2)  -.063705 ***
  (.012151)
AIC 56.530 41.372 -122.568























年減少率でみると、昭和 59 年～平成 20 年の産業平均でマイナス 51% ～マ
イナス 67% の間となっている。また、強度率（=1000 延べ時間当りの延べ
労働損失日数）31 の対前年減少率でみると、同期間で、産業平均でマイナス







　平成 24 年経済センサスでみた全国事業所数は 576 万 8,489 か所、平成 21 
年経済センサスより算出した監督適用事業場数は 427 万 5,819 事業場となっ
ている33。また、定期監督により違反があると指摘される事業場数が 10 万程
度（平成 24 年 91,796 件）ある。さらに、労働基準監督官数が 3,000 人弱の





31 強度率を計算する際の延べ労働損失日数は、死亡 =7500 日、永久全労働全不
能（1 ～ 3 級）=7500 日、永久一部不能（4 ～ 14 級）50 ～ 5500 日、一時労働
不能 = 休業日数× 300/365 で計算される。
32 厚生労働省・前掲注 10　3 頁
33 厚生労働省・前掲注 8　38 頁
34 厚生労働省・前掲注 4
35 古市泰久『職場で活用できる労働安全衛生法の基礎知識』22 頁 学習の友社 
（2009）
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　平成 25 年から「第 12 次の労働災害防止計画」が始まっている。この計画
は、今後 5 年間にわたる労働災害防止対策を進めるため、国が重点的に取り
組むべき対策等を示している。その中では、労働災害が平成 22 年から平成




















を得た。ここに記して感謝の意を表したい。本研究は JSPS 科研費 基盤研
究（C）25380089 の助成を受けたものです。
37 厚生労働省労働基準局長『第 12 次労働災害防止計画の推進について』基発
0225 第 4 号平成 25 年 2 月 25 日
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